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２．実施状況

３．総合診断
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1．事業の概要
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各家族化や少子化の進行など社会環境が変化している中で、子育て世帯の子育てに対する身体的・心理的負担が増大し
ている。平成30年度に子育て世代包括支援センターを開設し、当市の子育て支援の拠点として、地域全体で子育てを支援
する基盤を形成し、育児支援を図る。

〇子育て支援室において、親子でゆっくり過ごせる環境の中で、保育士、保健師、助産師の資格をもった職員に相談でき
る場所を提供したり、子育てに関する講座を随時開催している。【子育て支援拠点事業】（H30年度　講座開催数153回）

〇地域にある子育て支援サービスの情報を収集し、必要に応じて情報提供や斡旋し、利用に繋げている。【利用者支援事
業　基本型】（H30年9月からH31年3月→相談件数33件）

〇子育てサロンの利用者のうち有志のメンバーからなる子育て支援サークルの立ち上げ、運営を支援。（H30年度サークル
立ち上げ9団体）

〇保護者の外出や育児不安などで、家庭で保育することが困難となる場合に、子育て世代包括支援センター内の一時預
かり室で３時間まで児童を預かる。(H30年度：のべ95人）

〇妊娠中から産後6カ月、多胎の場合は12カ月にかけて、家族から十分な援助を受けられず、母親の体調不良などの理由
により家事を行うことが困難な家庭に家事ヘルパーを派遣する。【産前産後ヘルパー派遣】ただし、1回の出産につき40時
間、多胎の場合は50時間が上限。（Ｈ30年度：派遣2世帯、延べ11時間）
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新基本計画
（平成26年～平成30年）

基本施策 13 展開方向 2

予算区分 一般会計

子育て世代包括支援センター運営事業

令和２年度以降
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４．総合評価
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事務事業評価による額

子育て世代包括支援センター運営事業としては、現状維持としたい。
一時預かり事業の利用料について、現状は３時間までで２１００円となっているが、こども未来館関
係の条例制定する際に、１時間当たりの利用料に改正し、利用しやすい料金体系とすることも検討
する。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

H30年度で事業費が大きく増額したが、来場者も増えたため、受益者あたりの事業費は減少してい
る。
子育て世代包括支援センター開設と合わせて開始した２事業（一時預かり、産前紗後ヘルパー）は
引き続き周知を図り、支援に繋げていく。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

削減額・対象
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